
2

07 34,018 委託

1

料 491,400 円
工事請負費 305,311,193 円

一般財源 0 0 13,896 325,016

職員人件費　② 0 0 1,410 1,825

総事業費（①＋②） 0 0 307,513 360,859

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 0 公共施設維持保全基金繰入金
校舎改修事業債

Ｄ
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∧
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∨
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Ｐ
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Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 教育文化

（

基本施策 学校教育
施策

平

体系
施策の内容 学校施

成

設・設備の整備・充実

２

目
　
　
　
的

　老朽化し

７

た校舎の機能の回復及

年

び教育環境

主
た
る
内
容

度

　昭和55年に建設さ

評

れた南舎の内外装、設

価

備
の変化に適合させる

）

ために大規模な改修を

刈

行 を一斉に改修する大

谷

規模改造工事を行う。

市

い、児童の教育環境の

事

改善を図る。

位
置
づ
け

務

関連計画

根拠法令

対象

事

者 日高小学校の児童及

業

び教員 事業期間 平成２

評

７年度 ～ 平成２８年度

価

実施方法 ■直営　■委

シ

託　□指定管理　□補

ー

助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

２５年度実績 ２６年度

当

実績 ２７年度実績 ２８

部

年度計画

　 　 南舎の大

教

規模改造工事を　　 北

育

舎の大規模改造工事を

部

行う｡
　 　 行った。
　

一

　 北舎の大規模改造工

般

事の変　
　 　 更設計を

会

行った｡
　　　―――

計

―――― 　　　―――

日

――――

設備等に不具

高

合を起こしていた南舎

小

の機能面を回復するこ

学

とができた。

成果

課題

校

指標名称（単位）
実績

大

値 目標値

２５年度 ２６

規

年度 ２７年度 ２８年度

模

３０年度

活動 改修工事

改

進捗率（％） ― ― 60

造

.0 100.0 ―
指標

事

指標

他市との
比較検証

業
担当課 教育総務課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

款

　
ト

単位：千円
２５年

項

度 ２６年度 ２７年度 ２

目

８年度 ２７年度

（決算

担

） （決算） （決算） （

当

予算） 事業費内訳

事業

係

費　① 0 0 306,1

施

03 359,034 合

設

計 306,102,5

係

93 円
役務費 300

1

,000 円

財
　
源

特

0

定財源 0 0 292,2



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後30年

平

以上が経過し、各所に

成

経年劣化が見られ児童

２

の
・法的業務

高い
生活

８

環境に影響が出ている

年

。大規模な改修を行う

度

ことによ
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 り児

平

童が落ち着いて学習・

成

生活ができる場を整備

２

すること
・市民生活上

７

必要である　など が必

年

要となってくる。

　改

度

築までの維持保全とい

評

う点で、必要以上の工

価

事を行わ
・コストの節

）

減、費用対効果
普通

な

刈

かったが、改築までの

谷

間、校舎の機能を十分

市

維持できる
効率性 ・執

事

行体制の効率性 だけの

務

効果は期待できる。ま

事

た、複数の工事を集中

業

して行
・手段の最適性

評

　など うことにより、

価

機能低下に対する即応

シ

性に欠けるが、コス
ト

ー

の削減を図ることがで

ト

きる。
　施設の改修で

（

あるため、所有者であ

様

る市が責任を持って
・

式

市が主体となって実施

２

する
高い

実施するべき

）

である。
妥当性 　べき

会

事業であるか
・総合計

計

画との整合性　など

　

名

遅滞なく日高小学校の

担

南舎大規模改造工事を

当

進めること

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

が

教

できた。大規模改造は

育

1棟あたりの費用がか

部

かる反面、老
・目標達

一

成度 朽化対策としての

般

効果が非常に高い。
貢

会

献度 ・市民サービスへ

計

の効果　など

今後の方

日

向性 □拡充　■現状維

高

持　□改善・効率化　

小

□縮小　□終期設定　

学

□休止・廃止

　平成2

校

7年度で南舎の改修が

大

完了するとともに、北

規

舎の設計を見直した。

模

平成28年度に北校舎

改

の改修を行う。

造事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

当

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

教育総務課

款 項 目 担当係 施設係
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0

,960 円
役務費 4

3

00,000 円

財
　

1

源

特定財源 0 0 260,100 0 工事請負費 311,808,960 円

一般財源 0 7,495 52,109 196,344

職員人件費　② 0 774 1,410 1,673

総事業費（①＋②） 0 8,269 313,619 198,017

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金
校舎改修事業債

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 学校教育
施

平

策体系
施策の内容 学校

成

施設・設備の整備・充

２

実

目
　
　
　
的

　老朽化

７

した校舎の機能の回復

年

及び教育環境

主
た
る
内

度

容

　昭和45年に建設

評

された中舎の設備を一

価

斉に
の変化に適合させ

）

るために大規模な改修

刈

を行 改修する大規模改

谷

造工事を行う。
い、生

市

徒の教育環境の改善を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令

対象者 富士

事

松中学校の生徒及び教

業

員 事業期間 平成２６年

評

度 ～

実施方法 ■直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２５年度実績 ２６

担

年度実績 ２７年度実績

当

２８年度計画

　 中舎の

部

大規模改造の実施設計

教

中舎の大規模改造工事

育

（設備 中舎の大規模改

部

造工事（内外
　 を行っ

一

た。 改修）を行った。

般

装）を行うとともに、

会

南舎の
　 大規模改造工

計

事の設計を行う｡
　
　

富

　　―――――――

設

士

備等に不具合を起こし

松

ていた中舎の機能面を

中

回復することができた

学

。

成果

課題

指標名称（

校

単位）
実績値 目標値

２

大

５年度 ２６年度 ２７年

規

度 ２８年度 ３０年度

活

模

動 南舎設計進捗率（％

改

） ― ー ― 100.0 ―

造

指標
活動 中舎改修工事

事

進捗率（％） ― ― 60

業

.0 100.0 ―
指標

担

他市との
比較検証

当課 教育総務課

款

Ｃ

項

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

目

単位：千円
２５年度 ２

担

６年度 ２７年度 ２８年

当

度 ２７年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

施

） 事業費内訳

事業費　

設

① 0 7,495 312

係

,209 196,34

1

4 合計 312,208



3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後40

平

年以上が経過し、各所

成

に経年劣化が見られ生

２

徒の
・法的業務

高い
生

８

活環境に影響が出てい

年

る。大規模な改修を行

度

うことによ
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 り

平

生徒が落ち着いて学習

成

・生活ができる場を整

２

備すること
・市民生活

７

上必要である　など が

年

必要となってくる。

　

度

改築までの維持保全と

評

いう点で、必要以上の

価

工事を行わ
・コストの

）

節減、費用対効果
高い

刈

なかったが、改築まで

谷

の間、校舎の機能を十

市

分維持できる
効率性 ・

事

執行体制の効率性 だけ

務

の効果は期待できる。

事

また、複数の工事を集

業

中して行
・手段の最適

評

性　など うことにより

価

、機能低下に対する即

シ

応性に欠けるが、コス

ー

トの削減を図ることが

ト

できる。
　施設の改修

（

であるため、所有者で

様

ある市が責任を持って

式

・市が主体となって実

２

施する
普通

実施するべ

）

きである。
妥当性 　べ

会

き事業であるか
・総合

計

計画との整合性　など

名

　遅滞なく富士松中学

担

校の中舎大規模改造工

当

事（設備改修

施策への

部

・施策への貢献度
高い

教

）を進めることができ

育

た。引き続き、中舎の

部

内外装工事を
・目標達

一

成度 進める。大規模改

般

造は1棟あたりの費用

会

がかかる反面、老朽
貢

計

献度 ・市民サービスへ

富

の効果　など 化対策と

士

しての効果が非常に高

松

い。

今後の方向性 □拡

中

充　■現状維持　□改

学

善・効率化　□縮小　

校

□終期設定　□休止・

大

廃止

　平成27年度で

規

中舎の設備改修が完了

模

し、引き続き平成28

改

年度に中舎の内外装改

造

修を行う。さらに南舎

事

の大規模改造
工事の設

業

計をを行う。

担当課 教

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

育

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

総

価
　
∨

務課

款 項 目 担当係 施設係

10



0

00 円

財
　
源

特定財

3

源 0 97,251 0 7

1

6,529

一般財源 0 57,598 486 457,411

職員人件費　② 0 1,267 862 1,597

総事業費（①＋②） 0 156,116 1,348 535,537

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

８

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 学校教育
施

平

策体系
施策の内容 学校

成

施設・設備の整備・充

２

実

目
　
　
　
的

　老朽化

７

した校舎の機能の回復

年

及び教育環境

主
た
る
内

度

容

　昭和37年に建設

評

された校舎の内外装、

価

設備
の変化に適合させ

）

るために大規模な改修

刈

を行 を一斉に改修する

谷

大規模改造を行う。
い

市

、生徒の教育環境の改

事

善を図る。

位
置
づ
け

関

務

連計画

根拠法令

対象者

事

依佐美中学校の生徒及

業

び教員 事業期間 平成２

評

２年度 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

２５年度実績

担

２６年度実績 ２７年度

当

実績 ２８年度計画

　 北

部

舎の大規模改造工事を

教

行っ 中舎の大規模改造

育

工事におけ 中舎の大規

部

模改造工事（設備
　 た

一

。 る変更設計を行った

般

。 改修）を行う。
　 （

会

平成29年度内部改修

計

工事を
　 予定）
　　　

依

―――――――

大規模

佐

改造工事に向けた変更

美

設計を進めることがで

中

きた。

成果

課題

指標名

学

称（単位）
実績値 目標

校

値

２５年度 ２６年度 ２

大

７年度 ２８年度 ３０年

規

度

活動 中舎設計進捗率

模

（％） ― ― 100.0

改

― ―
指標
活動 中舎改修

造

工事進捗率（％） ― ―

事

― 60.0 100.0

業

指標

他市との
比較検証

担当課 教育総務課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

項

　
ト

単位：千円
２５年

目

度 ２６年度 ２７年度 ２

担

８年度 ２７年度

（決算

当

） （決算） （決算） （

係

予算） 事業費内訳

事業

施

費　① 0 154,84

設

9 486 533,94

係

0 合計 486,000

1

 円
委託料 486,0



3 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後30

平

年以上が経過し、各所

成

に経年劣化が見られ生

２

徒の
・法的業務

高い
生

８

活環境に影響が出てい

年

る。大規模な改修を行

度

うことによ
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 り

平

生徒が落ち着いて学習

成

・生活ができる場を整

２

備すること
・市民生活

７

上必要である　など が

年

必要となってくる。

　

度

改築までの維持保全と

評

いう点で、必要以上の

価

工事を行わ
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

ないが、改築までの間

谷

、校舎の機能を十分維

市

持できるだけ
効率性 ・

事

執行体制の効率性 の効

務

果は期待できる。また

事

、複数の工事を集中し

業

て行うこ
・手段の最適

評

性　など とにより、機

価

能低下に対する即応性

シ

に欠けるが、コストの

ー

削減が図れる。
　施設

ト

の改修であるため、所

（

有者である市が責任を

様

持って
・市が主体とな

式

って実施する
高い

実施

２

するべきである。
妥当

）

性 　べき事業であるか

会

・総合計画との整合性

計

　など

　遅滞なく依佐

名

美中学校の中舎の大規

担

模改造工事に向けた

施

当

策への ・施策への貢献

部

度
高い

設計を終えるこ

教

とができた。大規模改

育

造は1棟あたりの費用

部

・目標達成度 がかかる

一

反面、老朽化対策とし

般

ての効果は非常に高い

会

。
貢献度 ・市民サービ

計

スへの効果　など

今後

依

の方向性 □拡充　■現

佐

状維持　□改善・効率

美

化　□縮小　□終期設

中

定　□休止・廃止

　平

学

成28年度及び平成2

校

9年度に中校舎の改修

大

を行う。

規模改

Ｃ

造

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

事

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

業

∨

担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10



1

較検証

0 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 26,155 173,500 合計 26,154,651 円
委託料 26,154,651 円

財
　
源

特定財源 0 0 15,100 0

一般財源 0 0 11,055 173,500

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 26,155 173,500

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

平

施策体系
施策の内容 学

成

校施設・設備の整備・

２

充実

目
　
　
　
的

　老朽

７

化した校舎の機能の回

年

復及び教育環境

主
た
る

度

内
容

　昭和58年に建

評

設された北舎・南舎の

価

内外装､
の変化に適合

）

させるために大規模な

刈

改修を行 設備を一斉に

谷

改修するための設計を

市

、敷地内
い、児童の教

事

育環境の改善を図る。

務

に併設する特別支援学

事

校の整備に合わせて行

業

う。

位
置
づ
け

関連計画

評

根拠法令

対象者 小垣江

価

東小学校の児童及び教

シ

員 事業期間 平成２７年

ー

度 ～ 平成２９年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

教

年度実績 ２６年度実績

育

２７年度実績 ２８年度

部

計画

　 　 特別支援学校

一

の機能変更に合 特別支

般

援学校の機能変更に合

会

　 　 わせた北舎・南舎

計

の大規模改 わせた北舎

小

・南舎の大規模改
　 　

垣

造工事の実施設計を行

江

った。 造工事を行う。

東

　 　
　　　―――――

小

―― 　　　―――――

学

――

特別支援教育連携

校

協議会小委員会を開催

大

し、特別支援教育に関

規

わる者から意見を集約

模

した。

成果
特別支援学

改

校の機能変更に合わせ

造

た北舎・南舎の大規模

事

改造工事の実施設計を

業

とりまとめた。

工事が

担

長期間に渡り、学校全

当

体で施工されるため、

課

子どもたちの教育環境

教

と安全性の確保に万全

育

を期す必要がある。

課

総

題

指標名称（単位）
実

務

績値 目標値

２５年度 ２

課

６年度 ２７年度 ２８年

款

度 ３０年度

活動 設計進

項

捗率（％） ― ― 100

目

.0 ― ―
指標
活動 改修

担

工事進捗率（％） ― ―

当

― 34.0 100.0

係

指標
市立の特別支援学

施

校を開設している、瀬

設

戸市や豊橋市の例を参

係

考とした。
他市との
比



0 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後3

平

0年以上が経過し、各

成

所に経年劣化が見られ

２

児童の
・法的業務

高い

８

生活環境に影響が出て

年

いる。大規模な改修を

度

行うことによ
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

り児童が落ち着いて学

成

習・生活ができる場を

２

整備すること
・市民生

７

活上必要である　など

年

が必要となっている。

度

　改築までの維持保全

評

という点で、必要以上

価

の工事を行わ
・コスト

）

の節減、費用対効果
普

刈

通
なかったが、改築ま

谷

での間、校舎の機能を

市

十分維持できる
効率性

事

・執行体制の効率性 だ

務

けの効果は期待できる

事

。また、複数の工事を

業

集中して行
・手段の最

評

適性　など うことによ

価

り、機能低下に対する

シ

即応性に欠けるが、コ

ー

ス
トの削減を図ること

ト

ができる。
　施設の改

（

修であるため、所有者

様

である市が責任を持っ

式

て
・市が主体となって

２

実施する
高い

実施する

）

べきである。
妥当性 　

会

べき事業であるか
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　遅滞なく小垣江東

担

小学校の北舎と南舎の

当

大規模改造工事

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

教

い
の設計を特別支援学

育

校の機能変更に合わせ

部

た形で進めるこ
・目標

一

達成度 とができた。大

般

規模改造工事は1棟あ

会

たりの費用がかかる反

計

貢献度 ・市民サービス

小

への効果　など 面、老

垣

朽化対策としての効果

江

が非常に高い。

今後の

東

方向性 □拡充　■現状

小

維持　□改善・効率化

学

　□縮小　□終期設定

校

　□休止・廃止

策定さ

大

れた実施設計に基づき

規

、平成28年度と平成

模

29年度に大規模改造

改

工事を行う。

造事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

当

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

1



4 4,161

職員人件費　② 0 0 627 760

総事業費（①＋②） 0 0 5,111 4,921

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　各教科の授業の中で

７

電子黒板を利用するこ

年

主
た
る
内
容

　電子黒板

度

を市内小学校へ1台ず

評

つ導入し、授
とにより

価

、「わかる授業」や「

）

魅力のある授 業での活

刈

用実践を重ねる。
業」

谷

の実現に役立てる。

位

市

置
づ
け

関連計画

根拠法

事

令

対象者 市内小学生及

務

び教員 事業期間 平成２

事

７年度 ～

実施方法 ■直

業

営　■委託　□指定管

評

理　□補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２５年度実績

計

２６年度実績 ２７年度

名

実績 ２８年度計画

　 　

担

電子黒板を市内小学校

当

へ1台ず　
　 　 つ新規

部

導入した。 　
　 　 　
　

教

　 　
　　　―――――

育

―― 　　　―――――

部

―― 　　　―――――

一

――

電子黒板の導入に

般

より、デジタル教科書

会

の更なる有効活用が図

計

れた。

成果

電子黒板の

Ｉ

増設の要望が多く、今

Ｃ

後検討が必要。

課題

指

Ｔ

標名称（単位）
実績値

教

目標値

２５年度 ２６年

育

度 ２７年度 ２８年度 ３

事

０年度

活動 電子黒板設

業

置台数（台） ― ― 15

担

.0 ― ―
指標
活動
指標

当

他市との
比較検証

課 教育総務課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
２５年度 ２

当

６年度 ２７年度 ２８年

係

度 ２７年度

（決算） （

総

決算） （決算） （予算

務

） 事業費内訳

事業費　

係

① 0 0 4,484 4,

1

161 合計 4,484

0

,160 円
委託料 2

2

,340,900 円

1

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料
2,143,260 円

一般財源 0 0 4,48



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　国の教育振興基本計画

平

により教材等の教育環

成

境の充実と
・法的業務

２

高い
して、ICTを活

８

用した授業の取り組み

年

が必要である。
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

（

要
・市民生活上必要で

平

ある　など

　授業中の

成

教員の板書時間の削減

２

のほか、情報の共有や

７

、
・コストの節減、費

年

用対効果
高い

児童・生

度

徒の情報活用能力の向

評

上につながる。
効率性

価

・執行体制の効率性
・

）

手段の最適性　など

　

刈

情報教育整備の充実に

谷

必要な事業であり、市

市

が主体とな
・市が主体

事

となって実施する
普通

務

って実施すべきである

事

。
妥当性 　べき事業で

業

あるか
・総合計画との

評

整合性　など

　教育現

価

場から強い要望がある

シ

中で、ICT教育の充

ー

実施策と

施策への ・施

ト

策への貢献度
高い

して

（

高い貢献度に繋がると

様

思われる。
・目標達成

式

度
貢献度 ・市民サービ

２

スへの効果　など

今後

）

の方向性 ■拡充　□現

会

状維持　□改善・効率

計

化　□縮小　□終期設

名

定　□休止・廃止

電子

担

黒板の増設とともに、

当

この電子黒板を更に有

部

効活用するため、タブ

教

レット端末の導入も検

育

討する必要がある。

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

計

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

Ｉ

　
評
　
価
　
∨

ＣＴ教育事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 総務係

10 2 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 13,839 40,247 50,000 合計 40,247,419 円
報償費 23,240 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 40,224,179 円

一般財源 0 13,839 40,247 50,000

職員人件費　② 0 1,971 1,959 0

総事業費（①＋②） 0 15,810 42,206 50,000

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　障害のある児

７

童生徒に対して、普通

年

学校に

主
た
る
内
容

　小

度

垣江東小学校の敷地内

評

に新たに校舎を増
準ず

価

る教育を施すとともに

）

、障害による学習 築し

刈

、特別支援学校として

谷

整備する。
上及び生活

市

上の困難を克服し、自

事

立を図るた
めに必要な

務

知能技能を授ける機会

事

の充実を図
る。

位
置
づ

業

け

関連計画

根拠法令 特

評

別支援学校施設整備指

価

針

対象者 衣浦定住自立

シ

圏域の肢体不自由児・

ー

者 事業期間 平成２６年

ト

度 ～ 平成２７年度

実施

（

方法 □直営　■委託　

様

□指定管理　□補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

教

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

育

年度実績 ２６年度実績

部

２７年度実績 ２８年度

一

計画

　 （仮称）刈谷市

般

立特別支援学 特別支援

会

教育連携協議会小委 建

計

設工事を行う｡
　 校等

特

整備検討委員会を開催

別

し､員会を開催し、特

支

別支援教育
　 特別支援

援

教育に関わる者から に

学

関わる者から意見を集

校

約し
　 意見を集約した

整

上で、基本計 た上で、

備

実施設計を行った。
　

事

　　――――――― 画

業

・基本設計を行った｡

担

特別支援教育連携協議

当

会小委員会を開催し、

課

特別支援教育に関わる

教

者から意見を集約した

育

。

成果
特別支援学校の

総

実施設計をとりまとめ

務

た。

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

２５

款

年度 ２６年度 ２７年度

項

２８年度 ３０年度

活動

目

設計進捗率（％） ― 2

担

6.0 100.0 ― ―

当

指標
活動 建設工事進捗

係

率（％） ― ― ― 70.

施

0 ―
指標

市立の特別支

設

援学校を開設している

係

、瀬戸市や豊橋市の例

1

を参考とした。
他市と

0

の
比較検証

1 3



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　現在、半田市の

平

県立ひいらぎ特別支援

成

学校等他自治体の
・法

２

的業務
高い

特別支援学

８

校へ長時間かけて通っ

年

ている児童生徒の負担

度

軽
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 減を図る必

平

要がある。
・市民生活

成

上必要である　など

　

２

既存の小垣江東小学校

７

と併設することで、効

年

率的な施設
・コストの

度

節減、費用対効果
高い

評

利用が可能となる。
効

価

率性 ・執行体制の効率

）

性
・手段の最適性　な

刈

ど

　本来の設置主体は

谷

県であるが、市立での

市

事例も増えてお
・市が

事

主体となって実施する

務

普通
り、衣浦定住自立

事

圏域の中で本市が主体

業

となり特別支援学
妥当

評

性 　べき事業であるか

価

校を設置することによ

シ

る有益性は高いといえ

ー

る。
・総合計画との整

ト

合性　など

　強い市民

（

要望がある中で、特別

様

支援学校の整備は、施

式

策

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

として高い

）

貢献度に繋がると思わ

会

れる。
・目標達成度

貢

計

献度 ・市民サービスへ

名

の効果　など

今後の方

担

向性 □拡充　■現状維

当

持　□改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定　

教

□休止・廃止

策定され

育

た実施設計に基づき、

部

建設工事を行う。

一般会計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

特

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

別

評
　
価
　
∨

支援学校整備事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 1 3



2

（①＋②） 0 0 10,

1

729 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

８

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 教育文化

（

基本施策 学校教育
施策

平

体系
施策の内容 学校施

成

設・設備の整備・充実

２

目
　
　
　
的

　老朽化し

７

た校舎の機能の回復及

年

び教育環境

主
た
る
内
容

度

　昭和40年に建設さ

評

れた南舎の内外装、設

価

備
の変化に適合させる

）

ために大規模な改修を

刈

行 を一斉に改修するた

谷

めの設計を行う。
い、

市

児童の教育環境の改善

事

を図る。 ※平成30年

務

度施工予定。

位
置
づ
け

事

関連計画

根拠法令

対象

業

者 双葉小学校の児童及

評

び教員 事業期間 平成２

価

６年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２５年度実績

当

２６年度実績 ２７年度

部

実績 ２８年度計画

　 　

教

南舎の大規模改造工事

育

の設計 　
　 　 を行った

部

。 　
　 　 　
　 　 　
　　

一

　――――――― 　　

般

　――――――― 　　

会

　―――――――

双葉

計

小学校南舎の大規模改

双

造工事に向けた設計を

葉

とりまとめた。

成果

課

小

題

指標名称（単位）
実

学

績値 目標値

２５年度 ２

校

６年度 ２７年度 ２８年

大

度 ３０年度

活動 設計進

規

捗率（％） ― ― 100

模

.0 ― ―
指標

指標

他市

改

との
比較検証

造事業
担当課 教育

Ｃ
　
事

総

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

務

：千円
２５年度 ２６年

課

度 ２７年度 ２８年度 ２

款

７年度

（決算） （決算

項

） （決算） （予算） 事

目

業費内訳

事業費　① 0

担

0 9,711 0 合計 9

当

,711,360 円

係

委託料 9,711,3

施

60 円

財
　
源

特定財

設

源 0 0 6,000 0

一

係

般財源 0 0 3,711

1

0

職員人件費　② 0 0

0

1,018 0

総事業費



1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後50年

平

が経過し、各所に経年

成

劣化が見られ児童の生

２

活
・法的業務

高い
環境

８

に影響が出ている。大

年

規模な改修を行うこと

度

により児
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 童が

平

落ち着いて学習・生活

成

ができる場を整備する

２

ことが必
・市民生活上

７

必要である　など 要と

年

なってくる。

　改築ま

度

での維持保全という点

評

で、必要以上の工事を

価

行わ
・コストの節減、

）

費用対効果
普通

なかっ

刈

たが、改築までの間、

谷

校舎の機能を十分維持

市

できる
効率性 ・執行体

事

制の効率性 だけの効果

務

は期待できる。また、

事

複数の工事を集中して

業

行
・手段の最適性　な

評

ど うことにより、機能

価

低下に対する即応性に

シ

欠けるが、コス
トの削

ー

減を図ることができる

ト

。
　施設の改修である

（

ため、所有者である市

様

が責任を持って
・市が

式

主体となって実施する

２

高い
実施するべきであ

）

る。
妥当性 　べき事業

会

であるか
・総合計画と

計

の整合性　など

　遅滞

名

なく双葉小学校の南舎

担

大規模改造工事に向け

当

た設計

施策への ・施策

部

への貢献度
高い

を進め

教

ることができた。大規

育

模改造は1棟あたりの

部

費用がか
・目標達成度

一

かる反面、老朽化対策

般

としての効果が非常に

会

高い。
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

双

今後の方向性 □拡充　

葉

■現状維持　□改善・

小

効率化　□縮小　□終

学

期設定　□休止・廃止

校

　平成27年度で南舎

大

の設計が完了し、平成

規

30年度に改修工事を

模

行う。

改造事

Ｃ
 

業

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

担

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 2



算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 33,961 1,220,000 合計 33,960,600 円
委託料 33,960,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 30,000 598,000

一般財源 0 0 3,961 622,000

職員人件費　② 0 0 1,410 1,749

総事業費（①＋②） 0 0 35,371 1,221,749

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　老朽化による

７

建物の著しい機能低下

年

が進ん

主
た
る
内
容

　昭

度

和29年に建設された

評

中舎及び昭和31年に

価

でいる中舎・南舎の全

）

面改築工事を行い、生

刈

建設された南舎は、い

谷

ずれも築後60年を経

市

過
徒の教育環境の改善

事

を図る。 しており、建

務

て替えのための設計を

事

行う。

位
置
づ
け

関連計

業

画

根拠法令

対象者 刈谷

評

東中学校の生徒及び教

価

員 事業期間 平成２７年

シ

度 ～ 平成２９年度

実施

ー

方法 ■直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

部

年度実績 ２６年度実績

教

２７年度実績 ２８年度

育

計画

　 　 中舎・南舎の

部

改築に向けた設 中舎・

一

南舎の改築工事を行う

般

｡
　 　 計を行った。
　

会

　
　 　
　　　――――

計

――― 　　　――――

刈

―――

刈谷東中学校中

谷

舎・南舎の改築工事に

東

向けた、設計をとりま

中

とめた。

成果

工事が長

学

期間に渡り、学校全体

校

で施工されるため、子

改

どもたちの教育環境と

築

安全性の確保に万全を

事

期す必要がある。

課題

業

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２５年度 ２６

当

年度 ２７年度 ２８年度

課

３０年度

活動 設計進捗

教

率（％） ― ― 100.

育

0 ― ―
指標
活動 改築工

総

事進捗率（％） ― ― ―

務

23.0 100.0
指

課

標

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 施設係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

1

ト

単位：千円
２５年度

0

２６年度 ２７年度 ２８

3

年度 ２７年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後最大60年

平

が経過し、各所に経年

成

劣化が見られ生徒の
・

２

法的業務
高い

生活環境

８

に影響が出ている。改

年

築を行うことにより生

度

徒が
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 落ち着い

平

て学習・生活ができる

成

場を整備することが必

２

要と
・市民生活上必要

７

である　など なってく

年

る。

　改築工事として

度

ではあるが、新校舎を

評

先に建築した後に
・コ

価

ストの節減、費用対効

）

果
普通

旧校舎を取壊す

刈

施工法により、プレハ

谷

ブ校舎を建てること
効

市

率性 ・執行体制の効率

事

性 なく工事を進めるこ

務

とができるためコスト

事

の削減を図るこ
・手段

業

の最適性　など とがで

評

きる。

　施設の改築で

価

あるため、所有者であ

シ

る市が責任を持って
・

ー

市が主体となって実施

ト

する
高い

実施するべき

（

である。
妥当性 　べき

様

事業であるか
・総合計

式

画との整合性　など

　

２

遅滞なく刈谷東中学校

）

の中舎南舎改築工事の

会

設計を進め

施策への ・

計

施策への貢献度
高い

る

名

ことができた。災害時

担

における安全な避難場

当

所の確保と
・目標達成

部

度 しての効果も認めら

教

れる。
貢献度 ・市民サ

育

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充　

一

■現状維持　□改善・

般

効率化　□縮小　□終

会

期設定　□休止・廃止

計

　平成28年度から平

刈

成29年度にかけて新

谷

校舎を建設し、その後

東

平成29年度から平成

中

30年度にかけて旧校

学

舎を解体する
とともに

校

、外構工事を行う。

改築事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

担

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

当

　
評
　
価
　
∨

課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 3 1



1

算） （決算） （予算）

0

事業費内訳

事業費　①

6

0 12,167 40,

4

590 1,075,131 合計 40,589,770 円
委託料 40,589,770 円

財
　
源

特定財源 0 0 20,000 1,011,500

一般財源 0 12,167 20,590 63,631

職員人件費　② 0 1,971 1,489 2,966

総事業費（①＋②） 0 14,138 42,079 1,078,097

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

平

施策体系
施策の内容 学

成

校給食の充実

目
　
　
　

２

的

　第一学校給食セン

７

ターを建て替え、給食

年

に

主
た
る
内
容

　昭和5

度

6年に建設し、老朽化

評

した第一学校給
求めら

価

れる安全な調理環境を

）

維持・向上させ 食セン

刈

ターを小垣江東小学校

谷

の敷地内に移転
るとと

市

もに、特別支援学校に

事

通う子どもたち 新築を

務

する。
の状況に合わせ

事

た給食を調理する体制

業

を整備
する。

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令

対象

価

者 市内小中学生及び教

シ

員 事業期間 平成２６年

ー

度 ～ 平成２９年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

教

年度実績 ２６年度実績

育

２７年度実績 ２８年度

部

計画

　 第一学校給食セ

一

ンターの基本 第一学校

般

給食センターの実施 第

会

一学校給食センターの

計

建設
　 設計を行った。

第

設計を行った。 工事を

一

行う。
　
　
　　　――

学

―――――

小垣江東小

校

学校の敷地内に併設す

給

る特別支援学校の計画

食

と調整しながら、移転

セ

新築する第一給食セン

ン

ターの実施設計をと

成

タ

果
りまとめることがで

ー

きた。

課題

指標名称（

建

単位）
実績値 目標値

２

設

５年度 ２６年度 ２７年

事

度 ２８年度 ３０年度

活

業

動 設計進捗率（％） ―

担

26.0 100.0 ―

当

―
指標
活動 建設工事進

課

捗率（％） ― ― ― 16

教

.0 100.0
指標

他

育

市との
比較検証

総務課

款 項 目 担当

Ｃ
　

係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

施

位：千円
２５年度 ２６

設

年度 ２７年度 ２８年度

係

２７年度

（決算） （決



0 6 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　昭和5

平

6年に建設し、老朽化

成

した第一学校給食セン

２

ター施
・法的業務

高い

８

設の移転新築による安

年

定的な調理体制を確保

度

するために必
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

要不可欠であり、有効

成

な手段である。
・市民

２

生活上必要である　な

７

ど

　アレルギー食や隣

年

接して整備予定の特別

度

支援学校への特
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
別食への提供がス

）

ムーズにできるよう、

刈

また、小垣江東小
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

学校の敷地内に移設す

事

ることにより、南部地

務

域への効率的
・手段の

事

最適性　など な配送を

業

可能にするものである

評

。

　学校給食法の中で

価

、学校給食の設置者は

シ

学校給食実施基
・市が

ー

主体となって実施する

ト

普通
準に照らして適切

（

な学校給食の実施に努

様

めることが規定さ
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

れており、市が主体と

）

なって実施すべき事業

会

であるといえ
・総合計

計

画との整合性　など る

名

。

　学校給食の普及充

担

実に加えて学校におけ

当

る食育の推進が

施策へ

部

の ・施策への貢献度
普

教

通
重要であり、学校給

育

食の教育的な意義があ

部

るだけではなく
・目標

一

達成度 、市民サービス

般

としての効果も大きい

会

。
貢献度 ・市民サービ

計

スへの効果　など

今後

第

の方向性 □拡充　■現

一

状維持　□改善・効率

学

化　□縮小　□終期設

校

定　□休止・廃止

　学

給

校給食施設は、建物は

食

30年以上、設備は1

セ

0～15年程度のスパ

ン

ンで使い続けるため、

タ

ライフサイクルコスト

ー

に配慮
した施設計画を

建

していくことが重要で

設

ある。その上で、安全

事

な給食を提供するとと

業

もに、アレルギー食の

担

充実など時
代の要請に

当

合った施設運営を図る

課

必要がある。

教育総務

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

課

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

款

価
　
∨

項 目 担当係 施設係

1



費　① 2 10 11 327 合計 10,800 円
旅費 10,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2 10 11 327

職員人件費　② 771 774 783 837

総事業費（①＋②） 773 784 794 1,164

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

８

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

教育文化

基本施策 学校

（

教育
施策体系

施策の内

平

容 教育内容の充実

目
　

成

　
　
的

　教育行政・教

２

育問題についての研修

７

を通し

主
た
る
内
容

○教

年

育委員会委員研修旅費

度

等
教育委員の資質向上

評

を図ることで、教育委

価

員
会運営の活性化を図

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

刈

 

根拠法令  

対象者 教

谷

育委員及び教育長 事業

市

期間 ～

実施方法 ■直営

事

　□委託　□指定管理

務

　□補助・助成　□そ

事

の他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　

式

実
　
績

２５年度実績 ２

１

６年度実績 ２７年度実

）

績 ２８年度計画

委員研

会

修を行った。 委員研修

計

未実施 委員研修を行っ

名

た。 委員研修を行う。

担

（1/14 瀬戸市立

当

瀬戸養護学校 （11/

部

25 東吉野村視察）

教

視察）

教育行政・教育

育

問題についての研修を

部

通し、教育委員の資質

一

向上を図った。

成果

教

般

育委員視察は有意義な

会

事業として教育委員の

計

資質向上、教育委員会

委

の活性化に役立ってい

員

るが、限定旅費となっ

研

ている

ので金額により

修

視察先が限定され、視

事

察の計画を立てるにあ

業

たり苦慮している。例

担

えば、数年に1回とい

当

うような頻度で
課題

あ

課

っても、視察先旅費相

教

当分の予算が確保でき

育

れば、より有効的な委

総

員研修の実施が可能と

務

なる。

指標名称（単位

課

）
実績値 目標値

２５年

款

度 ２６年度 ２７年度 ２

項

８年度 ３０年度

指標

指

目

標
 

他市との
比較検証

担当係 総務係

10 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

1

　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,872 16,544 16,684 14,528 合計 16,684,095 円
需用費 10,540,839 円

財
　
源

特定財源 2,000 2,000 2,000 0 委託料 2,408,400 円
使用料及び賃借料

一般財源 9,872 14,544 14,684 14,528 2,748,060 円
備品購入費 986,796 円

職員人件費　② 421 1,126 940 1,521

総事業費（①＋②） 12,293 17,670 17,624 16,049

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 学校管理事業費寄附金

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

８

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 学校教育
施策体系

施

平

策の内容 教育内容の充

成

実

目
　
　
　
的

　学校図

２

書を「学校図書館図書

７

標準」の水準

主
た
る
内

年

容

○図書の購入費
に保

度

ち、図書を継続的に更

評

新することにより ○図

価

書システムの保守管理

）

費
児童の読書指導に役

刈

立てる。また、図書シ

谷

ス ○図書システム機器

市

の賃借料
テムの運用・

事

管理を行い、児童の読

務

書指導に ○書架等備品

事

の購入費
役立てる。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令  

対象者 市内小学

価

生及び教員 事業期間 ～

シ

実施方法 ■直営　■委

ー

託　□指定管理　□補

ト

助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

２５年度実績 ２６年度

部

実績 ２７年度実績 ２８

教

年度計画

図書の購入、

育

入れ替えを行っ 図書の

部

購入、入れ替えを継続

一

図書の購入、入れ替え

般

を継続 図書の購入、入

会

れ替えを継続
た。（8

計

,332冊） 的に行っ

図

た。（7,790冊）

書

的に行った。（6,3

充

90冊） 的に行う。
ま

実

た、図書システム（パ

事

ソコ また、図書システ

業

ムの管理を また、図書

担

システムの管理を
ン管

当

理運用事業から移行）

課

の 行った。 行う。
管理

教

を行った。

学校図書館

育

図書標準の水準を保っ

総

ている。

成果

「学校図

務

書館図書標準」は全1

課

5校において基準をク

款

リアしているが、継続

項

的に図書の更新を行っ

目

ていく必要があるため

担

、

現状どおりの事業規

当

模が必要と考える。
課

係

題
　

指標名称（単位）

総

実績値 目標値

２５年度

務

２６年度 ２７年度 ２８

係

年度 ３０年度

指標

指標

1

 
他市との
比較検証

0 2 1 施設係



係

58,157 59,555 59,722 56,797

職員人件費　② 1,122 1,056 1,567 1,293

総事業費（①＋②） 60,322 60,611 61,289 58,090

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 教育文化

基

（

本施策 学校教育
施策体

平

系
施策の内容 教育内容

成

の充実

目
　
　
　
的

　保

２

護者負担経費の軽減と

７

教育活動の充実を

主
た

年

る
内
容

○児童用一般教

度

材の購入
図る。 ○教師

評

指導用教材の購入
○特

価

別支援学級の教材備品

）

等の購入
○全小学校の

刈

教材用備品等の更新及

谷

び新規購
入
○学校新聞

市

等の印刷製本費

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

 

対象者 市内小学生及

事

び教員 事業期間 ～

実施

業

方法 ■直営　□委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度実績 ２８年度

担

計画

児童用一般教材を

当

購入した。 児童用一般

部

教材を購入した。 児童

教

用一般教材を購入した

育

。 児童用一般教材を購

部

入する。

児童用一般教

一

材の購入を円滑に進め

般

ることができた。

成果

会

学校での印刷・資料作

計

成機会の増により印刷

一

製本費と消耗品費の児

般

童数に応じた振分につ

教

いて検討を要する。

課

材

題

指標名称（単位）
実

整

績値 目標値

２５年度 ２

備

６年度 ２７年度 ２８年

事

度 ３０年度

指標

指標
 

業

他市との
比較検証

担当課 教育総務課

Ｃ

款

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

項

単位：千円
２５年度 ２

目

６年度 ２７年度 ２８年

担

度 ２７年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

総

① 59,200 59,

務

555 59,722 5

係

6,797 合計 59,

1

721,822 円
需

0

用費 46,462,3

2

28 円

財
　
源

特定財

2

源 1,043 0 0 0 備

施

品購入費 13,259

設

,494 円

一般財源



入費 419,148 円

一般財源 9,741 9,998 9,585 10,000

職員人件費　② 421 704 783 760

総事業費（①＋②） 10,162 10,702 10,368 10,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

８

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 学校教育
施策体系

施

平

策の内容 教育内容の充

成

実

目
　
　
　
的

　学校図

２

書を「学校図書館図書

７

標準」の水準

主
た
る
内

年

容

○図書の購入費
に保

度

ち、図書を継続的に更

評

新することにより ○書

価

架等備品の購入費
生徒

）

の読書指導に役立てる

刈

。

位
置
づ
け

関連計画  

谷

根拠法令  

対象者 市内

市

中学生及び教員 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

務

□委託　□指定管理　

事

□補助・助成　□その

業

他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実

１

　
績

２５年度実績 ２６

）

年度実績 ２７年度実績

会

２８年度計画

図書の購

計

入、入れ替えを行っ 図

名

書の購入、入れ替えを

担

行っ 図書の購入、入れ

当

替えを行っ 図書の購入

部

、入れ替えを継続
た。

教

（5,498冊） た。

育

（4,997冊） た。

部

（4,780冊） 的に

一

行う。

学校図書館図書

般

標準の水準を保ってい

会

る。

成果

「学校図書館

計

図書標準」は全6校に

図

おいて基準をクリアし

書

ているが、継続的に図

充

書の更新を行っていく

実

必要があるため、

現状

事

どおりの事業規模が必

業

要と考える。
課題

指標

担

名称（単位）
実績値 目

当

標値

２５年度 ２６年度

課

２７年度 ２８年度 ３０

教

年度

指標

指標
 

他市と

育

の
比較検証

総務課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　

係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

総

千円
２５年度 ２６年度

務

２７年度 ２８年度 ２７

係

年度

（決算） （決算）

1

（決算） （予算） 事業

0

費内訳

事業費　① 9,

3

741 9,998 9,

1

585 10,000 合

施

計 9,585,059

設

 円
需用費 9,165

係

,911 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購



係

60 59,184 59,510 55,689

職員人件費　② 1,262 1,056 1,332 1,901

総事業費（①＋②） 60,122 60,240 60,842 57,590

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

８

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 教育文化

基

（

本施策 学校教育
施策体

平

系
施策の内容 教育内容

成

の充実

目
　
　
　
的

　保

２

護者負担経費の軽減と

７

教育活動の充実を

主
た

年

る
内
容

○生徒用一般教

度

材の購入
図る。 ○教師

評

指導用教材の購入
○特

価

別支援学級の教材備品

）

等の購入
○全中学校の

刈

教材用備品等の更新及

谷

び新規購
入
○学校新聞

市

等の印刷製本費

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

 

対象者 市内中学生及

事

び教員 事業期間 ～

実施

業

方法 ■直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

計

年度実績 ２６年度実績

名

２７年度実績 ２８年度

担

計画

生徒用一般教材を

当

購入した。 生徒用一般

部

教材を購入した。 生徒

教

用一般教材を購入した

育

。 生徒用一般教材を購

部

入する。

生徒用一般教

一

材の購入を円滑に進め

般

ることができた。

成果

会

学校での印刷・資料作

計

成機会の増により印刷

一

製本費と消耗品費の生

般

徒数に応じた振分につ

教

いて検討を要する。

課

材

題

指標名称（単位）
実

整

績値 目標値

２５年度 ２

備

６年度 ２７年度 ２８年

事

度 ３０年度

指標

指標
 

業

他市との
比較検証

担当課 教育総務課

Ｃ

款

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

項

単位：千円
２５年度 ２

目

６年度 ２７年度 ２８年

担

度 ２７年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

総

① 58,860 59,

務

184 59,510 5

係

5,689 合計 59,

1

510,452 円
需

0

用費 44,437,8

3

61 円

財
　
源

特定財

2

源 0 0 0 0 備品購入費

施

15,072,591

設

 円

一般財源 58,8



年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 149,186 167,239 158,443 174,266 合計 158,443,063 円
需用費 94,302,096 円

財
　
源

特定財源 703 1,230 1,338 1,201 役務費 10,187,355 円
委託料 43,796,004 円

一般財源 148,483 166,009 157,105 173,065 使用料及び賃借料
10,157,608 円

職員人件費　② 3,226 3,097 2,507 3,498

総事業費（①＋②） 152,412 170,336 160,950 177,764

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
資源売却収入

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　小学校の円滑

７

な管理運営を行う。

主

年

た
る
内
容

○光熱水費（

度

プロパン・電気・水道

評

・ガス)
○校舎等修繕

価

費
○電話料
○点検手数

）

料（空調・プール機器

刈

等）
○火災保険料
○委

谷

託料（清掃・保守管理

市

・樹木管理等）
○下水

事

道使用料
○メール配信

務

ネットワーク使用料
○

事

土地借上料

位
置
づ
け

関

業

連計画  

根拠法令  

対

評

象者 市内小学生及び教

価

員 事業期間 ～

実施方法

シ

■直営　■委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

２５年度

当

実績 ２６年度実績 ２７

部

年度実績 ２８年度計画

教

光熱水費はじめ委託料

育

など学 光熱水費はじめ

部

委託料など学 光熱水費

一

はじめ委託料など学 光

般

熱水費はじめ委託料な

会

ど学
校管理に必要な経

計

費 校管理に必要な経費

小

校管理に必要な経費 校

学

管理に必要な経費
高所

校

窓ガラス清掃委託、理

管

科 高所窓ガラス清掃委

理

託、理科
薬品処理委託

事

は隔年実施　 薬品処理

業

委託は隔年実施

光熱水

担

費の節約に努めること

当

ができた。

成果

光熱水

課

費はその年の気温など

教

に左右されやすく経費

育

の増減が流動的で予想

総

が難しい。

また、樹木

務

の剪定や高所窓ガラス

課

清掃などは、要望が多

款

く経費の増額が望まれ

項

る。
課題

指標名称（単

目

位）
実績値 目標値

２５

担

年度 ２６年度 ２７年度

当

２８年度 ３０年度

指標

係

指標
 

他市との
比較検

総

証

務係

10 2 1 施設

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

係

ス
　
ト

単位：千円
２５



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,974 6,307 7,946 8,000 合計 7,946,208 円
需用費 7,946,208 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 11,974 6,307 7,946 8,000

職員人件費　② 421 422 862 684

総事業費（①＋②） 12,395 6,729 8,808 8,684

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　小学校の校舎、体育

７

館等の小規模な補修を

年

主
た
る
内
容

　小学校の

度

校舎・体育館等の破損

評

や痛みが激
行い、学校

価

施設の保全を図る。 し

）

い箇所の補修を行う。

刈

位
置
づ
け

関連計画  

根

谷

拠法令  

対象者 市内小

市

学生及び教員 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

務

委託　□指定管理　□

事

補助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

２５年度実績 ２６年

）

度実績 ２７年度実績 ２

会

８年度計画

保守点検に

計

おいて危険と判断 保守

名

点検において危険と判

担

断 プールの給水バルブ

当

修繕を行 プールろ過装

部

置・防水膜等の
された

教

遊具の修繕を行った。

育

された遊具の修繕を行

部

った。 った。【東刈谷

一

小学校】 修繕を行う。

般

【住吉・富士松
【全小

会

学校】 【全小学校】 プ

計

ールろ過装置の修繕を

校

行っ 南・朝日・日高・

舎

平成・東刈
不調のプー

等

ルろ過装置修繕を プー

補

ル防水膜の経年劣化に

修

よ た。【東刈谷・衣浦

事

・小垣江 谷小学校】
行

業

った。【亀城・衣浦・

担

住吉 るめくれ等の修繕

当

を行った。 小学校】 防

課

球ネット・フェンスの

教

修繕
・富士松東小学校

育

】 【小垣江・双葉小学

総

校】 暗幕等取替修繕を

務

行った。【 を行う。【

課

亀城・日高・富士
平成

款

・かりがね・亀城・衣

項

浦 松南小学校】
小学校

目

】

修繕要望を精査し必

担

要な箇所のみ修繕を行

当

えた。

成果

危険箇所な

係

どの補修を目的として

施

いるが、緊急、緊急で

設

ない補修をしっかりと

係

見極める必要がある。

1

課題

指標名称（単位）

0

実績値 目標値

２５年度

2

２６年度 ２７年度 ２８

1

年度 ３０年度

指標

指標
 

他市との
比較検証



。そのため、各学校ごとの現状をしっかりと把握することが重要となる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,769 39,231 7,727 10,900 合計 7,727,400 円
工事請負費 7,727,400 円

財
　
源

特定財源 300 0 0 0

一般財源 17,469 39,231 7,727 10,900

職員人件費　② 421 704 783 684

総事業費（①＋②） 18,190 39,935 8,510 11,584

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

学校教育
施策体系

施策

平

の内容 学校施設・設備

成

の整備・充実

目
　
　
　

２

的

　小学校のグラウン

７

ド、駐車場などの屋外

年

施

主
た
る
内
容

　小学校

度

のグラウンド、駐車場

評

等のうち老朽
設の改修

価

を行い、教育環境の保

）

全を図る。 化により破

刈

損や痛みが激しい箇所

谷

の更新を行
う。

位
置
づ

市

け

関連計画

根拠法令

対

事

象者 市内小学生及び教

務

員 事業期間 ～

実施方法

事

■直営　■委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

２５年度

会

実績 ２６年度実績 ２７

計

年度実績 ２８年度計画

名

通路改修を行った。【

担

富士松 老朽化した「亀

当

城の森」に設 グラウン

部

ド排水設備改修、体 校

教

内側溝改修を行う。【

育

かり
南・富士松北小学

部

校】 置されている柵の

一

取替えを行 育館横側溝

般

改修を行った。【 がね

会

小学校】
防球ネットを

計

設置した。【富 った。

屋

【亀城小学校】 かりが

外

ね小学校】 外灯の設置

施

を行う。【富士松
士松

設

北小学校】 西門隣に、

整

児童クラブへ送迎 防球

備

ネットの延伸改修を行

事

っ 北小学校】
石灰倉庫

業

の建替えをした。【 す

担

る車との交錯を避ける

当

ため た。【東刈谷・小

課

高原小学校 砂場改修を

教

行う。【朝日小学
亀城

育

小学校】 歩行者専用門

総

を新設した。【 】 校】

務

富士松南小学校】 砂場

課

改修を行った。【日高

款

小 倉庫の更新を行う。

項

【日高・
校地廻りのフ

目

ェンスを改修し 学校】

担

平成・富士松北・富士

当

松東・
た。【衣浦小学

係

校】 双葉・東刈谷】

学

施

校からの要望や現地調

設

査を重ね危険箇所につ

係

いて整備を進めている

1

。

成果

屋外施設につい

0

ては、大規模改造事業

2

のような全体改修を行

1

う計画をしていないため、必要になった箇所を個々に対応し

ている



業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

８

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

教育文化

基本施策 学校

（

教育
施策体系

施策の内

平

容 学校施設・設備の整

成

備・充実

目
　
　
　
的

　

２

小学校における苗木等

７

の植樹や補植といっ

主

年

た
る
内
容

　小学校へ苗

度

木等の購入を行う。
た

評

緑化推進を図り、「自

価

然への慈しみ」がも
て

）

るような教育環境をつ

刈

くる。

位
置
づ
け

関連計

谷

画  

根拠法令  

対象者

市

市内小学生及び教員 事

事

業期間 ～

実施方法 ■直

務

営　□委託　□指定管

事

理　□補助・助成　□

業

その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業

１

　
実
　
績

２５年度実績

）

２６年度実績 ２７年度

会

実績 ２８年度計画

苗木

計

等の購入、植栽を行っ

名

た 苗木等の購入、植栽

担

を行った 苗木等の購入

当

、植栽を行った 苗木等

部

の購入、植栽を行う。

教

。 。 。

様々な木々等を

育

植えることができた。

部

成果

植樹後の剪定等の

一

樹木管理を考慮した苗

般

木等の購入を行う。

課

会

題

指標名称（単位）
実

計

績値 目標値

２５年度 ２

緑

６年度 ２７年度 ２８年

化

度 ３０年度

指標

指標
 

推

他市との
比較検証

進事業
担当課 教育

Ｃ

総

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

務

単位：千円
２５年度 ２

課

６年度 ２７年度 ２８年

款

度 ２７年度

（決算） （

項

決算） （決算） （予算

目

） 事業費内訳

事業費　

担

① 243 250 246

当

250 合計 246,2

係

40 円
需用費 246

施

,240 円

財
　
源

特

設

定財源 0 0 0 0

一般財

係

源 243 250 246

1

250

職員人件費　②

0

491 493 470 2

2

28

総事業費（①＋②

1

） 734 743 716 478

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事



ため、各学校ごとの現状をしっかりと把握することが重要となる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 77,923 93,205 213,616 40,852 合計 213,615,684 円
工事請負費 213,615,684 円

財
　
源

特定財源 54,252 0 0 0

一般財源 23,671 93,205 213,616 40,852

職員人件費　② 771 986 1,489 1,369

総事業費（①＋②） 78,694 94,191 215,105 42,221

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　小学校の電気や管な

７

どの設備の改修を行い

年

主
た
る
内
容

　老朽化に

度

より破損や痛みが激し

評

い小学校の
、教育環境

価

の保全を図る。 設備の

）

改修を行う。

位
置
づ
け

刈

関連計画  

根拠法令  

谷

対象者 市内小学生及び

市

教員 事業期間 ～

実施方

事

法 ■直営　■委託　□

務

指定管理　□補助・助

事

成　□その他

業評価シート （様

Ｂ
　

式

事
　
業
　
実
　
績

２５年

１

度実績 ２６年度実績 ２

）

７年度実績 ２８年度計

会

画

エレベーターの取替

計

を行った 老朽化した非

名

常放送設備の改 屋外放

担

送設備の改修を行った

当

防火設備の改修工事を

部

行う。
。【富士松南・

教

小垣江・東刈 修を行っ

育

た。【富士松東小学 。

部

【衣浦・小垣江・東刈

一

谷小 【平成・東刈谷小

般

学校】
谷小学校】 校】

会

学校】 体育館スピーカ

計

ーの改修工事
体育館の

設

バスケットゴールの 老

備

朽化した体育館メイン

等

スピ 校舎の便所改修を

改

行った。【 を行う。【

修

日高・朝日小学校
耐震

事

点検を行った。【全小

業

学 ーカーの改修を行っ

担

た。【亀 住吉・朝日小

当

学校】 】
校】 城・かり

課

がね小学校】 防犯カメ

教

ラの更新を行った。 体

育

育館の照明及びエレベ

総

ータ
職員室の空調機の

務

取替を行っ 老朽化した

課

エレベーターの更 【全

款

小学校】 ーの改修を行

項

う。【平成小学
た。【

目

富士松東小学校】 新及

担

び改修【小高原（更新

当

） 校】
・かりがね（改

係

修)・富士松北
小学校

施

（改修）】
学校設備の

設

取替が必要なものは順

係

次更新を行っている。

1

成果

設備関係について

0

は、大規模改造事業の

2

ような全体改修を行う

1

計画をしていないため、必要になった時に必要になった箇

所を個々に対応している。その



証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,149 6,694 6,002 7,000 合計 6,002,420 円
需用費 6,002,420 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 4,149 6,694 6,002 7,000

職員人件費　② 421 422 783 760

総事業費（①＋②） 4,570 7,116 6,785 7,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　小学校の電気や管な

７

どの設備の小規模な補

年

主
た
る
内
容

　小学校の

度

破損や痛みが激しい設

評

備の補修を
修を行い、

価

学校施設の保全を図る

）

。 行う。

位
置
づ
け

関連

刈

計画  

根拠法令  

対象

谷

者 市内小学生及び教員

市

事業期間 ～

実施方法 ■

事

直営　■委託　□指定

務

管理　□補助・助成　

事

□その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　

式

業
　
実
　
績

２５年度実

１

績 ２６年度実績 ２７年

）

度実績 ２８年度計画

消

会

防設備の修繕・消火器

計

の取 消防設備の修繕・

名

消火器の取 消防設備の

担

修繕・消火器の取 消防

当

設備の修繕・消火器の

部

取
替を行った。【全小

教

学校】 替を行った。【

育

全小学校】 替を行った

部

。【全小学校】 替えを

一

行う。【全小学校】
プ

般

ール用量水器の交換を

会

行っ 電気設備、防火扉

計

の修繕及び ガス調整器

設

等の交換を行った ガス

備

調整器等の交換を行う

等

。
た。【富士松北小学

補

校】 揚水ポンプの取替

修

を行った。 。【小垣江

事

、双葉小学校】 【小垣

業

江・双葉小学校】
調理

担

室オーブンの交換を行

当

っ 【小垣江小学校】 屋

課

内外の時計修繕を行っ

教

た。 防火シャッターの

育

修繕を行う
た。【小垣

総

江東小学校】 【小高原

務

、かりがね、朝日小 。

課

【富士松南・富士松東

款

小学
学校】 校】
給水設

項

備の取替を行った。【

目

富士松北、富士松東、

担

東刈谷
小学校】

毎年の

当

点検の結果を精査し必

係

要な箇所のみ修繕を行

施

うことができた。

成果

設

危険箇所などの補修を

係

目的としているが、緊

1

急でない補修をしっか

0

りと見極める必要があ

2

る。

課題

指標名称（単

1

位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標
 

他市との
比較検



,182 44,254 合計 72,181,717 円
需用費 4,942,717 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 9,720,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 71,473 71,529 72,182 44,254 57,519,000 円

職員人件費　② 912 1,056 548 760

総事業費（①＋②） 72,385 72,585 72,730 45,014

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　教育用コンピ

７

ュータ等の維持管理を

年

行い、

主
た
る
内
容

○消

度

耗品費（トナー・イン

評

ク・紙等）
児童への一

価

貫した情報教育をする

）

ことにより ○周辺機器

刈

の故障時の修繕費
、授

谷

業の理解度を高め、情

市

報活用能力を育成 ○コ

事

ンピュータ教室の保守

務

管理委託料
する。 ○賃

事

借料（パソコン及び周

業

辺機器・教材用ソ
フト

評

等）

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 市

シ

内小学生及び教員 事業

ー

期間 平成１０年度 ～

実

ト

施方法 ■直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

教

５年度実績 ２６年度実

育

績 ２７年度実績 ２８年

部

度計画

コンピュータ教

一

室の活用 コンピュータ

般

教室の活用 コンピュー

会

タ教室の活用 コンピュ

計

ータ教室の活用
機器等

コ

保守点検 機器等保守点

ン

検 機器等保守点検 機器

ピ

等保守点検

コンピュー

ュ

タ教室の機器等の管理

ー

運営を行った。

成果

コ

タ

ンピュータ教室の各学

教

級別の利用時間は、学

育

級ごとで差が大きいた

事

め、全ての学級で目標

業

の年間10時間を達成

担

したい。

課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

課

２５年度 ２６年度 ２７

教

年度 ２８年度 ３０年度

育

指標

指標
 

他市との
比

総

較検証

務課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　

総

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

務

２５年度 ２６年度 ２７

係

年度 ２８年度 ２７年度

1

（決算） （決算） （決

0

算） （予算） 事業費内

2

訳

事業費　① 71,4

1

73 71,529 72



　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,005 50,996 合計 6,004,800 円
委託料 6,004,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 6,005 50,996

職員人件費　② 0 0 548 380

総事業費（①＋②） 0 0 6,553 51,376

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

学校教育
施策体系

施策

平

の内容 学校施設・設備

成

の整備・充実

目
　
　
　

２

的

　市内15小学校の

７

すべての教室に空調設

年

備を

主
た
る
内
容

　普通

度

教室約391室及び空

評

調設備が無い特別教
設

価

置することで、児童の

）

安全と教育環境の向 室

刈

65室のうち、大規模

谷

改造や改築事業が実施

市

上を図る。 されない校

事

舎にある、普通教室3

務

30室、特別教
室59

事

室に空調設備を設置す

業

る。
※大規模改造や改

評

築事業を行う校舎は、

価

当該
　工事に合わせて

シ

設置。

位
置
づ
け

関連計

ー

画

根拠法令

対象者 市内

ト

小学校の児童及び教員

（

事業期間 平成２７年度

様

～ 平成３０年度

実施方

式

法 ■直営　■委託　□

１

指定管理　□補助・助

）

成　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２５年

一

度実績 ２６年度実績 ２

般

７年度実績 ２８年度計

会

画

　 　 普通教室及び空

計

調設備の無い 空調設備

空

を整備するための調
　

調

　 特別教室に空調設備

設

を整備す 査・設計を引

備

き続き行うとと
　 　 る

整

ための調査・設計を行

備

った｡もに、大規模改

事

造工事を行う
　 　 校舎

業

は、当該工事に合わせ

担

て
　　　――――――

当

― 　　　――――――

課

― 設置する。

学校と調

教

整しながら、空調設備

育

の設計を行うことがで

総

きた。

成果

課題

指標名

務

称（単位）
実績値 目標

課

値

２５年度 ２６年度 ２

款

７年度 ２８年度 ３０年

項

度

活動 設計進捗率（％

目

） ― ― 5.0 100.

担

0 ―
指標
活動 工事進捗

当

率（％） ― ― ― 10.

係

0 ―
指標

他市との
比較

施

検証

設係

10 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 79,044 73,832 106,263 73,822 合計 106,262,994 円
需用費 3,075,599 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 6,001,907 円
委託料 20,463,840 円

一般財源 79,044 73,832 106,263 73,822 使用料及び賃借料
48,049,268 円

職員人件費　② 2,455 1,760 470 1,521 備品購入費 28,672,380 円

総事業費（①＋②） 81,499 75,592 106,733 75,343

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　指導用・管理

７

用パソコンの借上げと

年

、その

主
た
る
内
容

○消

度

耗品費（トナー・イン

評

ク等）
機器維持管理の

価

ための運用委託管理を

）

行う。 ○周辺機器の故

刈

障時の修繕費
　パソコ

谷

ンの積極的な活用によ

市

る教育指導の ○指導用

事

パソコンの保守管理委

務

託料
向上及びグループ

事

ウェアの利用により、

業

開か ○賃借料（パソコ

評

ン及び周辺機器・教材

価

用ソ
れた学校づくりや

シ

より充実した授業づく

ー

りを フト等）
行う。

位

ト

置
づ
け

関連計画  

根拠

（

法令  

対象者 市内小学

様

生及び教員 事業期間 平

式

成１２年度 ～

実施方法

１

■直営　■委託　□指

）

定管理　□補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２５年度

般

実績 ２６年度実績 ２７

会

年度実績 ２８年度計画

計

指導用パソコンの運用

パ

指導用パソコンの運用

ソ

指導用パソコンの運用

コ

及び一 指導用パソコン

ン

の運用
図書システムの

管

更新 事務用プリンタの

理

更新 部入替え 事務用プ

運

リンタの運用
（図書シ

用

ステムは図書充実事 事

事

務用プリンタの運用
業

業

へ移行） デジタル教科

担

書の購入

指導用パソコ

当

ンの管理運用及び一部

課

指導用パソコンの更新

教

をした。

成果
また、小

育

学校の教科書改訂に伴

総

いデジタル教科書を購

務

入。

各教科や総合的な

課

学習の時間の指導での

款

具体的で効果的な掲示

項

物として、写真や資料

目

をカラー印刷にする機

担

会が増えてき

た事でパ

当

ソコン用カラープリン

係

ターのインク代が不足

総

している。
課題

指標名

務

称（単位）
実績値 目標

係

値

２５年度 ２６年度 ２

1

７年度 ２８年度 ３０年

0

度

指標

指標
 

他市との

2

比較検証

1



２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 80,638 89,960 88,179 96,082 合計 88,179,118 円
需用費 59,683,655 円

財
　
源

特定財源 1,022 1,032 867 830 役務費 5,224,236 円
委託料 18,624,567 円

一般財源 79,616 88,928 87,312 95,252 使用料及び賃借料
4,196,408 円

職員人件費　② 3,577 2,957 2,115 3,650 工事請負費 450,252 円

総事業費（①＋②） 84,215 92,917 90,294 99,732

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
学校屋外照明施設利用実費徴

２９年度以降の事業費見込 0 収金
資源売却収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　中学校の円滑

７

な管理運営を行う。

主

年

た
る
内
容

○光熱水費（

度

プロパン・電気・水道

評

・ガス）
○校舎等修繕

価

費
○電話料
○点検手数

）

料（空調・プール機器

刈

等）
○火災保険料
○委

谷

託料（清掃・保守管理

市

・樹木管理等）
○下水

事

道使用料
○メール配信

務

ネットワーク使用料

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 市内中学

評

生及び教員 事業期間 ～

価

実施方法 ■直営　■委

シ

託　□指定管理　□補

ー

助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

２５年度実績 ２６年度

当

実績 ２７年度実績 ２８

部

年度計画

光熱水費はじ

教

め委託料など学 光熱水

育

費はじめ委託料など学

部

光熱水費はじめ委託料

一

など学 光熱水費はじめ

般

委託料など学
校管理に

会

必要な経費 校管理に必

計

要な経費 校管理に必要

中

な経費 校管理に必要な

学

経費
高所窓ガラス清掃

校

委託、理科 高所窓ガラ

管

ス清掃委託、理科
薬品

理

処理委託は隔年実施　

事

薬品処理委託は隔年実

業

施　

光熱水費の節約に

担

努めることができた。

当

成果

光熱水費はその年

課

の気温などに左右され

教

やすく経費の増減が流

育

動的で予想が難しい。

総

また、樹木の剪定や高

務

所ガラス清掃

などは、

課

要望が多く経費の増額

款

が望まれる。
課題

指標

項

名称（単位）
実績値 目

目

標値

２５年度 ２６年度

担

２７年度 ２８年度 ３０

当

年度

指標

指標
 

他市と

係

の
比較検証

総務係

10 3 1 施

Ｃ
　
事
　

設

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

係

千円
２５年度 ２６年度



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,830 39,961 174,642 38,600 合計 174,641,767 円
委託料 70,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 35,182 9,842 工事請負費 174,571,567 円

一般財源 4,830 39,961 139,460 28,758

職員人件費　② 0 704 940 837

総事業費（①＋②） 4,830 40,665 175,582 39,437

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　各中学校の老朽化し

７

た校舎・体育館等の改

年

主
た
る
内
容

　中学校の

度

校舎・体育館等を改修

評

する。
修を行い、学校

価

施設の整備及び保全を

）

図る。

位
置
づ
け

関連計

刈

画  

根拠法令  

対象者

谷

市内中学生及び教員 事

市

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

２５年度実績

１

２６年度実績 ２７年度

）

実績 ２８年度計画

　 避

会

難所となる体育館に網

計

戸を 柔剣道場等の天井

名

改修を行っ 体育館床の

担

修繕を行う。【刈
　 設

当

置した。【刈谷東中学

部

校】 た。【刈谷南・富

教

士松・雁が 谷南中学校

育

】
　 北舎の劣化した屋

部

上防水を改 音・依佐美

一

・朝日中学校】 柔剣道

般

場梁の補修を行う【朝

会

　 修した。【雁が音中

計

学校】 体育館等網戸設

校

置を行った。 日中学校

舎

】
　　　――――――

等

― プールサイドの一部

改

に耐熱塗 【富士松・雁

修

が音・刈谷南中 北舎の

事

外壁改修を行う。【雁

業

装を行った。【刈谷東

担

中・雁 学校】 が音中学

当

校】
が音中・朝日中学

課

校】

各中学校の校舎等

教

を計画的に改修するこ

育

とができた。

成果

校舎

総

改修については、大規

務

模改造事業において改

課

修を行う計画をしてい

款

るが、大規模改造事業

項

の目安である30年が

目

経過し

ないうちに改修

担

が必要になる箇所もあ

当

り個々に対応を行って

係

いる。そのため、各学

施

校ごとの現状をしっか

設

りと把握するこ
課題

と

係

が重要となる。

指標名

1

称（単位）
実績値 目標

0

値

２５年度 ２６年度 ２

3

７年度 ２８年度 ３０年

1

度

指標

指標
 

他市との
比較検証



実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,505 7,987 8,432 5,200 合計 8,431,560 円
需用費 8,431,560 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 14,505 7,987 8,432 5,200

職員人件費　② 1,122 422 470 380

総事業費（①＋②） 15,627 8,409 8,902 5,580

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　各中学校の校舎等の

７

小規模な補修を行い、

年

主
た
る
内
容

　中学校の

度

校舎等の破損や傷みが

評

激しい箇所
学校施設の

価

保全を図る。 の補修を

）

行う。

位
置
づ
け

関連計

刈

画  

根拠法令  

対象者

谷

市内中学生及び教員 事

市

業期間 ～

実施方法 ■直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

２５年度実績

１

２６年度実績 ２７年度

）

実績 ２８年度計画

体育

会

館防水修繕行った。【

計

朝 プール防水膜の経年

名

劣化によ プールろ過ポ

担

ンプの修繕を行 グラウ

当

ンド雨水排水・乗入部

部

日中学校】 るめくれ等

教

の修繕を行った。 った

育

。【刈谷南中学校】 分

部

修繕を行う。【刈谷南

一

中学
プールろ過装置の

般

修繕を行っ 【刈谷東中

会

学校】 屋上漏水箇所等

計

の修繕を行っ 校】
た。

校

【刈谷南・雁が音中学

舎

校 腐食した多目的ホー

等

ルの床な た。【刈谷南

補

・朝日中学校】 プール

修

ろ過装置の修繕を行う

事

】 どの修繕を行った。

業

【富士松 体育遊具の修

担

繕を行った。 。【雁が

当

音・依佐美中学校】
プ

課

ール防水膜修繕を行っ

教

た。 中学校】 【刈谷南

育

・富士松・雁が音・ プ

総

ール温水シャワー用給

務

湯器
【依佐美中学校】

課

経年劣化により剥がれ

款

た体育 朝日中学校】 修

項

繕を行う。【朝日中学

目

校】
武道場通路屋根修

担

繕を行った 館天井の断

当

熱材の修繕を行っ
。【

係

刈谷東中学校】 た。【

施

依佐美中学校】

修繕要

設

望を精査し必要な箇所

係

のみ修繕を行うことが

1

できた。

成果

学校によ

0

って校舎の傷み具合が

3

違い、学校ごとの課題

1

も出てくる。各学校の現状をしっかりと把握しなければいけない。

課題

指標名称（単位）



６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,209 7,950 4,962 6,000 合計 4,961,898 円
需用費 4,961,898 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 5,209 7,950 4,962 6,000

職員人件費　② 1,192 422 470 456

総事業費（①＋②） 6,401 8,372 5,432 6,456

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　中学校の電気や管な

７

どの設備の小規模な補

年

主
た
る
内
容

　中学校の

度

破損や痛みが激しい設

評

備の補修を
修を行い、

価

学校施設の保全を図る

）

。 行う。

位
置
づ
け

関連

刈

計画  

根拠法令  

対象

谷

者 市内中学生及び教員

市

事業期間 ～

実施方法 ■

事

直営　■委託　□指定

務

管理　□補助・助成　

事

□その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　

式

業
　
実
　
績

２５年度実

１

績 ２６年度実績 ２７年

）

度実績 ２８年度計画

消

会

防設備の修繕・消火器

計

の取 消防設備の修繕・

名

消火器の取 消防設備の

担

修繕を行った。【 消防

当

設備の修繕を行う【全

部

中
替及び体育館の舞台

教

装置・ウ 替を行った。

育

【全中学校】 刈谷東・

部

富士松・雁が音・依 学

一

校】
ィンチ取替修繕を

般

行った。【 給水設備な

会

どの修繕を行った 佐美

計

中学校】 ガス漏れ警報

設

器等の交換を行
全中学

備

校】 。【刈谷東・富士

等

松・雁が音 ガス調整器

補

等の交換を行った う。

修

【刈谷東・富士松中学

事

校
浄化槽の修繕を行っ

業

た。【富 中学校】 。【

担

刈谷東・富士松中学校

当

】 】
士松中・朝日中学

課

校】 防火シャッターの

教

修繕を行っ 給水設備修

育

繕を行った。【依 体育

総

館舞台装置の修繕を行

務

う
防火扉電源修繕を行

課

った。【 た。【富士松

款

・雁が音・依佐 佐美・

項

朝日中学校】 。【刈谷

目

南・富士松・朝日中
刈

担

谷東中学校】 美中学校

当

】 学校】
浄化槽送風機

係

の修繕を行った
。【依

施

佐美中学校】
毎年の点

設

検の結果を精査し必要

係

な箇所のみ修繕を行え

1

た。

成果

危険箇所など

0

の補修を目的としてい

3

るが、緊急、緊急でな

1

い補修をしっかりと見極める必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２



,494 合計 29,375,024 円
需用費 4,483,328 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,888,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 29,138 29,030 29,375 29,494 21,003,696 円

職員人件費　② 912 1,056 548 760

総事業費（①＋②） 30,050 30,086 29,923 30,254

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　教育用コンピ

７

ュータ等の維持管理を

年

行い、

主
た
る
内
容

○消

度

耗品費（トナー・イン

評

ク・紙等）
生徒への一

価

貫した情報教育をする

）

ことにより ○周辺機器

刈

の故障時の修繕費
、授

谷

業の理解度を高め、情

市

報活用能力を育成 ○コ

事

ンピュータ教室の保守

務

管理委託料
する。 ○賃

事

借料（パソコン及び周

業

辺機器・教材用ソ
フト

評

等）

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 市

シ

内中学生及び教員 事業

ー

期間 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２５年度実績 ２

教

６年度実績 ２７年度実

育

績 ２８年度計画

コンピ

部

ュータ教室の活用 コン

一

ピュータ教室の活用 コ

般

ンピュータ教室の活用

会

コンピュータ教室の活

計

用
機器等保守点検 機器

コ

等保守点検 機器等保守

ン

点検 機器等保守点検

コ

ピ

ンピュータ教室の機器

ュ

等の管理運営を行った

ー

。

成果

コンピュータ教

タ

室の各学級別の利用時

教

間は、学級ごとで差が

育

大きいため、全ての学

事

級で目標の年間10時

業

間を達成したい。

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２５年度 ２６

課

年度 ２７年度 ２８年度

教

３０年度

指標

指標
 

他

育

市との
比較検証

総務課

款 項 目 担当

Ｃ
　

係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

総

位：千円
２５年度 ２６

務

年度 ２７年度 ２８年度

係

２７年度

（決算） （決

1

算） （決算） （予算）

0

事業費内訳

事業費　①

3

29,138 29,0

1

30 29,375 29



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,451 40,525 40,723 46,549 合計 40,723,111 円
需用費 1,783,362 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 2,495,533 円
委託料 8,756,424 円

一般財源 38,451 40,525 40,723 46,549 使用料及び賃借料
27,687,792 円

職員人件費　② 1,403 1,760 470 1,521

総事業費（①＋②） 39,854 42,285 41,193 48,070

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　指導用・管理

７

用パソコンの借上げと

年

、その

主
た
る
内
容

○消

度

耗品費（トナー・イン

評

ク等）
機器維持管理の

価

ための運用委託管理を

）

行う。 ○周辺機器の故

刈

障時の修繕費
　パソコ

谷

ンの積極的な活用によ

市

る教育指導の ○指導用

事

パソコンの保守管理委

務

託料
向上及びグループ

事

ウェアの利用により、

業

開か ○賃借料（パソコ

評

ン及び周辺機器・教材

価

用ソ
れた学校づくりや

シ

より充実した授業づく

ー

りを フト等）
行う。

位

ト

置
づ
け

関連計画  

根拠

（

法令  

対象者 市内中学

様

生及び教員 事業期間 平

式

成１３年度 ～

実施方法

１

■直営　■委託　□指

）

定管理　□補助・助成

会

　■その他

計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２５年度

般

実績 ２６年度実績 ２７

会

年度実績 ２８年度計画

計

指導用パソコンの運用

パ

指導用パソコンの運用

ソ

指導用パソコンの運用

コ

及び一 指導用パソコン

ン

の運用
事務用プリンタ

管

の更新 部更新 事務用プ

理

リンタの運用
事務用プ

運

リンタの運用 校内LA

用

N機器の更新
デジタル

事

教科書の購入

指導用パ

業

ソコンの管理運用及び

担

一部指導用パソコンの

当

更新を行った。

成果

各

課

教科や総合的な学習の

教

時間の指導での具体的

育

で効果的な掲示物とし

総

て、写真や資料をカラ

務

ー印刷にする機会が増

課

えてき

た事でパソコン

款

用カラープリンターの

項

インク代が不足してい

目

る。
課題

指標名称（単

担

位）
実績値 目標値

２５

当

年度 ２６年度 ２７年度

係

２８年度 ３０年度

指標

総

指標
 

他市との
比較検

務

証

係

10 3 1



ている。そのため、各学校ごとの現状を把握する
課題

ことが重要となる。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,407 46,486 17,452 13,000 合計 17,451,612 円
工事請負費 17,451,612 円

財
　
源

特定財源 12,683 0 0 0

一般財源 9,724 46,486 17,452 13,000

職員人件費　② 1,262 704 862 760

総事業費（①＋②） 23,669 47,190 18,314 13,760

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　中学校の電気や管な

７

どの設備の改修を行い

年

主
た
る
内
容

　中学校の

度

老朽化により破損や傷

評

みが激しい
、教育環境

価

の保全を図る。 設備の

）

改修を行う。

位
置
づ
け

刈

関連計画

根拠法令

対象

谷

者 市内中学生及び教員

市

事業期間 ～

実施方法 ■

事

直営　■委託　□指定

務

管理　□補助・助成　

事

□その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　

式

業
　
実
　
績

２５年度実

１

績 ２６年度実績 ２７年

）

度実績 ２８年度計画

屋

会

外放送設備の改修を行

計

った 屋外放送設備の改

名

修を行った プール給水

担

管改修を行った。 職員

当

室空調設備改修及び非

部

常
。【雁が音中学校】

教

。【富士松中学校】 【

育

雁が音中学校】 放送設

部

備の更新を行う。【依

一

インターホン改修を行

般

った。 体育館放送設備

会

及び故障が多 老朽化し

計

た体育館放送設備の 佐

設

美中学校】
【雁が音・

備

依佐美中学校】 発する

等

親子時計の改修を行っ

改

改修を行った。【富士

修

松・依 多目的室に除湿

事

機を設置する
エレベー

業

ター改修を行った。 た

担

。【雁が音中学校】 佐

当

美中学校】 。【朝日中

課

学校】
【刈谷南中学校

教

】 老朽化した火災報知

育

機の改修 調理室ガス器

総

具取替を行った
体育館

務

バスケットゴールの耐

課

を行った。【雁が音・

款

朝日中 。【朝日中学校

項

】
震点検を行った。【

目

全中学校 学校】 防犯カ

担

メラの更新を行った。

当

】 【全中学校】

各中学

係

校の設備等を計画的に

施

改修するこどができた

設

。

成果

設備改修につい

係

ては、大規模改造事業

1

において改修を行う計

0

画をしている部分もあ

3

るが、大規模改造事業

1

の目安である30

年が経過しないうちに改修が必要になる箇所もあり、個々に対応を行っ



。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 39,354 109,370 191,626 30,800 合計 191,626,213 円
需用費 3,784,320 円

財
　
源

特定財源 8,201 9,775 28,199 0 工事請負費 187,841,893 円

一般財源 31,153 99,595 163,427 30,800

職員人件費　② 561 986 1,959 1,293

総事業費（①＋②） 39,915 110,356 193,585 32,093

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金（国
）

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

８

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 学

（

校教育
施策体系

施策の

平

内容 学校施設・設備の

成

整備・充実

目
　
　
　
的

２

　小学校の老朽化した

７

校舎、体育館等の改修

年

主
た
る
内
容

　小学校の

度

校舎・体育館等を改修

評

する。
を行い、学校施

価

設の整備及び保全を図

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

刈

根拠法令

対象者 市内小

谷

学生及び教員 事業期間

市

～

実施方法 ■直営　■

事

委託　□指定管理　□

務

補助・助成　□その他

事業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

式

績

２５年度実績 ２６年

１

度実績 ２７年度実績 ２

）

８年度計画

小学校の老

会

朽化した校舎・体 ・小

計

学校の老朽化した校舎

名

・ 多目的ホールの天井

担

改修を行 体育館等の床

当

修繕を行う。【
育館の

部

外壁改修を行った。 体

教

育館の外壁改修を行っ

育

た。 った。【平成小学

部

校】 衣浦・かりがね・

一

富士松南・
【双葉（校

般

舎）・小垣江東小 【か

会

りがね（校舎・体育館

計

） 北舎の屋上防水の改

校

修を行っ 小垣江東・双

舎

葉・朝日・東刈
学校（

等

体育館）】 ・富士松南

改

小学校（体育館） た。

修

【住吉小学校】 谷小学

事

校】
音楽室の窓枠の改

業

修を行った 】 校舎等の

担

外壁塗装改修を行っ 体

当

育館に網戸を設置する

課

。【
。【小垣江小学校

教

】 南舎の屋上防水の改

育

修を行っ た。【平成・

総

富士松東・小垣 亀城・

務

小高原・日高・住吉・

課

た。【住吉小学校】 江

款

・小垣江東小学校】 か

項

りがね小学校】

老朽化

目

した校舎等の機能回復

担

をすることができた。

当

成果

校舎改修について

係

は、大規模改造事業に

施

おいて改修を行う計画

設

をしているが、大規模

係

改造事業の目安である

1

30年が経過し

ないう

0

ちに改修が必要になる

2

箇所もあり個々に改修

1

を行っている。そのため、各学校ごとの現状をしっかりと把握するこ
課題

とが重要となる



いる。そのため、学校ごとの現状をしっかりと把握することが重要となる。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ３０年度

指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,239 5,054 67,152 40,000 合計 67,152,240 円
委託料 2,818,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 64,333,440 円

一般財源 11,239 5,054 67,152 40,000

職員人件費　② 561 352 627 380

総事業費（①＋②） 11,800 5,406 67,779 40,380

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

学校教育
施策体系

施策

平

の内容 学校施設・設備

成

の整備・充実

目
　
　
　

２

的

　中学校のグラウン

７

ド、駐車場などの屋外

年

施

主
た
る
内
容

　中学校

度

のグラウンド、駐車場

評

等のうち老朽
設の改修

価

を行い、教育環境の保

）

全を図る。 化により破

刈

損や痛みが激しい箇所

谷

の更新を行
う。

位
置
づ

市

け

関連計画

根拠法令

対

事

象者 市内中学生及び教

務

員 事業期間 ～

実施方法

事

■直営　■委託　□指

業

定管理　□補助・助成

評

　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事

）

　
業
　
実
　
績

２５年度

会

実績 ２６年度実績 ２７

計

年度実績 ２８年度計画

名

クラブハウス階段の改

担

修を行 土の流出により

当

凸凹ができた クラブハ

部

ウス及びグラウンド 通

教

路改修工事及びテニス

育

コー
った。【刈谷東中

部

学校】 テニスコートの

一

改修を行った の改修を

般

行った。【刈谷南中 ト

会

防球ネット改を行う。

計

【雁
テニスコートの改

屋

修及び弓道 。【雁が音

外

中学校】 学校】 が音中

施

学校】
場防矢ネットの

設

増設を行った 老朽化し

整

た石灰倉庫の取替を グ

備

ラウンドの改修を行っ

事

た。 グラウンド改修を

業

行う。【朝
。【富士松

担

中学校】 行った。【依

当

佐美中学校】 【雁が音

課

中学校】 日中学校】
防

教

球ネット補修及び植栽

育

の剪 老朽化した部活動

総

用倉庫の取 老朽化した

務

給水管更新を行っ 倉庫

課

の更新を行う。【刈谷

款

南
定を行った。【雁が

項

音中学校 替を行った。

目

【朝日中学校】 た。【

担

富士松中学校】 ・刈谷

当

東・雁が音・依佐美中

係

】 学校】

学校からの要

施

望や現地調査を重ね危

設

険箇所について整備を

係

進めている。

成果

屋外

1

施設関係については、

0

大規模改造事業のよう

3

な全体改修を行う計画

1

を策定していないため、必要なときに必要な箇所

を個々に対応して



　
ト

単位：千円
２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 4,957 20,583 合計 4,957,200 円
委託料 4,957,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 4,957 20,583

職員人件費　② 0 0 548 380

総事業費（①＋②） 0 0 5,505 20,963

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

８

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

学校教育
施策体系

施策

平

の内容 学校施設・設備

成

の整備・充実

目
　
　
　

２

的

　市内6中学校のす

７

べての教室に空調設備

年

を設

主
た
る
内
容

　普通

度

教室約161室及び空

評

調設備が無い特別教
置

価

することで、生徒の安

）

全と教育環境の向上 室

刈

65室のうち、大規模

谷

改造や改築事業が実施

市

を図る。 されない校舎

事

にある、普通教室12

務

8室、特別教
室59室

事

に空調設備を設置する

業

。
※大規模改造や改築

評

事業を行う校舎は、当

価

該
　工事に合わせて設

シ

置。

位
置
づ
け

関連計画

ー

根拠法令

対象者 市内小

ト

学校の児童及び教員 事

（

業期間 平成２７年度 ～

様

平成２９年度

実施方法

式

■直営　■委託　□指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２５年度

一

実績 ２６年度実績 ２７

般

年度実績 ２８年度計画

会

　 　 普通教室及び空調

計

設備の無い 空調設備を

空

整備するための調
　 　

調

特別教室に空調設備を

設

整備す 査・設計を引き

備

続き行うとと
　 　 るた

整

めの調査・設計を行っ

備

た｡もに、大規模改造

事

工事を行う
　 　 校舎は

業

、当該工事合わせて設

担

　　　―――――――

当

　　　―――――――

課

置する。

学校と調整し

教

ながら、空調設備の設

育

計を行うことができた

総

。

成果

課題

指標名称（

務

単位）
実績値 目標値

２

課

５年度 ２６年度 ２７年

款

度 ２８年度 ３０年度

活

項

動 設計進捗率（％） ―

目

― 5.0 100.0 ―

担

指標
活動 工事進捗率（

当

％） ― ― ― 10.0 ―

係

指標

他市との
比較検証

施設係

10 3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス



年度 ２７年度 ２８年度 ２７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 576,607 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 576,607

職員人件費　② 0 0 313 2,966

総事業費（①＋②） 0 0 313 579,573

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２７年度特定財源名称

２７年度までの累積事業費 0

２９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

８

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 学校教育
施策体系

平

施策の内容 学校施設・

成

設備の整備・充実

目
　

２

　
　
的

　肢体不自由に

７

特化した特別支援学校

年

を整備

主
た
る
内
容

　小

度

垣江東小学校北舎を改

評

修及び増築し、最
する

価

ことにより、現在の長

）

時間通学の負担軽 大7

刈

0人が通うことができ

谷

る肢体不自由に特化
減

市

を図るとともに、小中

事

学校の特別支援教育 し

務

た特別支援学校を整備

事

する。
を支援するセン

業

ター的機能を構築し、

評

障害種
別を問わず、地

価

域全体の特別支援教育

シ

の充実
を図る。

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令 特

ト

別支援学校施設整備指

（

針

対象者 衣浦定住自立

様

圏域の肢体不自由児・

式

者 事業期間 平成２７年

１

度 ～ 平成２９年度

実施

）

方法 □直営　□委託　

会

□指定管理　□補助・

計

助成　□その他

名 担当部 教育部

一

Ｂ

般

　
事
　
業
　
実
　
績

２５

会

年度実績 ２６年度実績

計

２７年度実績 ２８年度

特

計画

　 　 特別支援学校

別

建設工事の前倒 特別支

支

援学校建設工事を行う

援

　 　 し工事に着手した

学

。 。
　 　
　 　
　　　―

校

―――――― 　　　―

建

――――――

特別支援

設

学校の本体工事に先駆

事

け、植栽移設工事を前

業

倒して着手できた。

成

担

果

課題

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２５年

課

度 ２６年度 ２７年度 ２

教

８年度 ３０年度

活動 工

育

事進捗率（％） ― ― 5

総

.0 41.0 100.

務

0
指標

指標
・市立の特

課

別支援学校を開設して

款

いる、瀬戸市や豊橋市

項

の例を参考とした。
他

目

市との
比較検証

担当係 施設係

10

Ｃ
　

7

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

1

位：千円
２５年度 ２６
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